
10,126,696

トータルコスト(A+B) 円 7,968,162 14,196,444 23,671,466 0 19,529,381

2

人工数(業務量) 人工 0.3061 0.3747 0.7408 1.3000

正職員従事人数 人 5 5 5

円 2,381,325人件費計(B)

事業費計(A) 円 5,586,837 11,274,551 17,731,399

一般財源 円 -2,638,297 7,359,097 4,171,234

その他(使用料等) 円 46,546 1,379

円

円

2023 年度　（ 2022 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

町長公約

2018年度 2019年度 2020年度

5

2,921,893 5,940,067 0

事務事業名 選挙執行事務
所属
部門

選挙管理委員会
事務局

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

 国・道・町における各種選挙執行事務全般
　　2017年度　選挙執行
　　　　　　10月22日　衆議院議員総選挙
　　2018年度　選挙執行
　　　　　　　7月　1日　町長選挙及び議会議員補欠選挙
　　　　　　　4月　7日　北海道知事・道議選挙
　　2019年度　選挙執行
　　　　　　　4月　7日　北海道知事・道議選挙
　　　　　　　4月21日　町議会議員選挙
　　　　　　　7月21日　参議院議員通常選挙
　　2021年度　選挙執行
　　　　　　 10月31日　衆議院議員総選挙
　　2022年度　選挙執行
　　　　　　　7月10日　町長選挙、参議院議員通常選挙
　　2023年度　選挙執行
　　　　　　　4月　9日　北海道知事・道議選挙
　　　　　　　4月23日　町議会議員選挙

　選挙事務執行改善計画（2019～2023年度）の進捗管理と次期計画の策定をもって、公正で適正かつ効果的で
効率的な選挙事務執行につなげる。
　投票所の土足入場の対応については、令和４年７月と令和５年４月執行の選挙において南コミセンで試行した。
次回以降の実施については選挙管理委員会で協議する。

〔2023年度及び2024年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度

地方債

28,452,488

2021年度

国・道支出金

2022年度

15,319,064

1,683

5,222,574

20,543,321

2

1.0177

7,909,167

-12,315

9,402,685

8,225,134 3,868,908 13,558,786 9,415,000

0

0

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



3,115,906

トータルコスト(A+B) 円 994,407 489,951 428,423 1,464,249 3,388,226

2

人工数(業務量) 人工 0.0743 0.0176 0.0185 0.1452 0.4000

正職員従事人数 人 5 5 5

円 578,022人件費計(B)

事業費計(A) 円 416,385 352,707 280,082

一般財源 円 416,385 352,707 280,082

その他(使用料等) 円

円

円

2023 年度　（ 2022 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

町長公約

2018年度 2019年度 2020年度

5

137,244 148,341 1,152,513

事務事業名 選挙管理委員会運営事業
所属
部門

選挙管理委員会事務局

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

　地方自治法第181条に基づき選挙管理委員会を設置し、選挙人名簿の定時登録・抹消及び選挙時の登録等を
行う。
　また、各種選挙執行にあたり、諸告示、選挙の運営、投・開票管理や適正実施に向け意識啓発等の実施を行
う。

　選挙事務執行改善計画（2019～2023年度）の進捗管理を進めるとともに次期計画の策定を2023年度中に行う。
　公正で適正かつ効果的で効率的な選挙事務執行につなげる委員会運営を行う。

〔2023年度及び2024年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度

地方債

2,683,209

2021年度

国・道支出金

2022年度

245,255

245,255

2

0.3137

2,437,954

272,320

272,320

311,736

311,736

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない
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